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Ⅰ 令和７年度９月補正予算（案）の趣旨

今回の補正予算（案）は，米国関税措置による本県産品の輸出への影響が懸念される中で，

米国向けの水産物の滞留が生じた場合の保管料支援に要する経費や，輸出先の更なる多角化

を図るため，新たな市場として有望な中東や東南アジアにおける販路開拓の取組に要する経

費等を計上することとした。

また，梅雨期の大雨による被害に対する災害復旧事業や，新燃岳噴火に伴う土砂災害を防

止するための砂防工事に要する経費等を計上することとした。

（単位：百万円，％）

令 和 ７ 年 度 令和６年度
区 分 ９ 月 現 計 (Ａ)/(Ｂ)

補正前の額 補 正 額 補正後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 857,626 5,205 862,831 845,155 102.1

（参考）

○財政調整に活用可能な基金残高（令和７年度末見込）………… ２４９億円

令和６年度末残高（２５１億円(決算)）比 △１億円

○県債残高（令和７年度末見込）………………………… １兆４，５７６億円

令和６年度末残高（１兆４，８８２億円(決算)）比 △３０６億円

臨時財政対策債等※を除いた残高 １兆４２５億円

令和６年度末残高（１兆４７８億円(決算)）比 △５３億円

※平成19年度以降の減収補塡債

Ⅱ ９月補正予算（案）の主な内容

１ 米国関税措置対策

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

県 産 品 攻 め の 海 外 展 開 促 進 ・ 強 化 事 業 ５０

鹿 児 島 県 産 品 等 セ ー ル ス 推 進 事 業 ４２

水 産 物 保 管 緊 急 支 援 事 業 ３５

か ご し ま の さ か な 稼 ぐ 輸 出 応 援 事 業 ８

か ご し ま の 食 輸 出 先 多 角 化 調 査 事 業 ２４

２ 災害復旧関連

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

県 有 施 設 災 害 復 旧 事 業 ２６１

河 川 等 災 害 復 旧 事 業 （ 過 年 災 ） １，６３１

災 害 復 旧 調 査 測 量 委 託 事 業 ２１８

災 害 関 連 緊 急 砂 防 事 業 （ 公 共 ） ８１７
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３ その他の事業

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

高 校 生 等 臨 時 支 援 金 事 業 １，１００

国 勢 調 査 １１

原 子 力 発 電 施 設 等 周 辺 地 域 交 付 金 事 業 ３４

森 林 の 集 約 化 モ デ ル 地 域 実 証 事 業 １９

全国瞬時警報システム（Ｊアラート）新型受信機導入事業 ７

特 殊 病 害 虫 対 策 事 業 １８３

ス マ ー ト 農 業 導 入 加 速 化 推 進 事 業 １２４

県 産 麦 生 産 性 向 上 対 策 事 業 ４８

病 床 数 適 正 化 支 援 事 業 ５７０

災 害 時 歯 科 保 健 医 療 提 供 体 制 整 備 事 業 １９
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Ⅲ　９月補正予算（案）の姿

（Ⅰ） 一 般 会 計

　 １　歳　　入

    （単位：百万円，％）

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 県 税 168,410 0 168,410 19.5

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 81,670 0 81,670 9.5

３ 地 方 譲 与 税 35,700 0 35,700 4.1

４ 地 方 特 例 交 付 金 966 0 966 0.1

５ 地 方 交 付 税 284,364 353 284,717 33.0

６ 交通安全対策特別交付金 417 0 417 0.0

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 5,098 0 5,098 0.6

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 10,742 0 10,742 1.2

９ 国 庫 支 出 金 157,015 3,876 160,891 18.6

10 財 産 収 入 1,942 0 1,942 0.2

11 寄 附 金 19 0 19 0.0

12 繰 入 金 33,970 0 33,970 3.9

13 繰 越 金 2,000 0 2,000 0.2

14 諸 収 入 10,230 0 10,230 1.2

15 県 債 65,084 976 66,060 7.7

857,626 5,205 862,831 100.0

（注１）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。
（注２）表示単位未満四捨五入の関係で各款等の計と合計が一致しない場合がある。以下の表同じ。

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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　２　歳　　出（目的別）

    （単位：百万円，％）

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 議 会 費 1,493 0 1,493 0.2

２ 総 務 費 46,126 52 46,178 5.4

３ 民 生 費 125,585 0 125,585 14.6

４ 衛 生 費 67,168 589 67,757 7.9

５ 労 働 費 2,386 0 2,386 0.3

６ 農 林 水 産 業 費 71,840 444 72,285 8.4

７ 商 工 費 13,606 92 13,698 1.6

８ 土 木 費 85,255 817 86,072 10.0

９ 警 察 費 41,048 0 41,048 4.8

10 教 育 費 196,891 1,100 197,992 22.9

11 災 害 復 旧 費 16,156 2,110 18,266 2.1

12 公 債 費 105,524 0 105,524 12.2

13 諸 支 出 金 84,347 0 84,347 9.8

14 予 備 費 200 0 200 0.0

857,626 5,205 862,831 100.0

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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　３　歳　　出（性質別）

    （単位：百万円，％）

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 人 件 費 235,541 2 235,543 27.3

２ 物 件 費 33,249 266 33,515 3.9

３ 維 持 補 修 費 5,168 0 5,168 0.6

４ 扶 助 費 144,757 385 145,141 16.8

５ 補 助 費 等 167,259 1,401 168,660 19.5

６ 普 通 建 設 事 業 費 140,883 1,042 141,925 16.4

(1) 補 助 100,501 1,008 101,509 11.8

(2) 単 独 40,382 34 40,416 4.7

７ 災 害 復 旧 事 業 費 15,912 2,110 18,022 2.1

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0 0.0

９ 公 債 費 105,147 0 105,147 12.2

10 積 立 金 6,427 0 6,427 0.7

11 出 資 金 0 0 0 0.0

12 貸 付 金 2,184 0 2,184 0.3

13 繰 出 金 899 0 899 0.1

14 予 備 費 200 0 200 0.0

857,626 5,205 862,831 100.0

区　　　　分 補正前の額 補　正　額

合       計
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(Ⅱ) 公共事業調書

　１　公共事業
（単位：百万円，％）

令和６年度

事　　　業　　　名 ９月現計 補正前の額 補　正　額 補正後予算額 伸び率
（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

道 路 23,155 22,702 0 22,702 98.0

河 川 3,729 3,701 0 3,701 99.2

海 岸 700 984 0 984 140.7

砂 防 7,354 7,197 817 8,014 109.0

港 湾 7,645 6,561 0 6,561 85.8

空 港 1,218 1,953 0 1,953 160.3

都 市 計 画 1,845 1,820 0 1,820 98.6

住 宅 2,089 2,024 0 2,024 96.9

直 轄 負 担 金 10,389 11,103 0 11,103 106.9

小　　　計 58,123 58,045 817 58,862 101.3

林 道 2,398 2,402 0 2,402 100.2

治 山 3,195 3,197 0 3,197 100.1

造 林 1,610 1,614 0 1,614 100.3

直 轄 負 担 金 232 234 0 234 100.8

小　　　計 7,434 7,447 0 7,447 100.2

漁 港 5,293 5,100 0 5,100 96.4

沿 岸 漁 場 整 備 761 930 0 930 122.1

直 轄 負 担 金 71 96 0 96 135.5

小　　　計 6,125 6,125 0 6,125 100.0

農 業 農 村 整 備 24,123 24,126 0 24,126 100.0

直 轄 負 担 金 211 236 0 236 112.1

小　　　計 24,334 24,362 0 24,362 100.1

96,017 95,979 817 96,796 100.8

令和７年度
区
分

合　　　　　計

土
　
　
木
　
　
関
　
　
係

林
　
務
　
関
　
係

水
産
関
係

農
政
関
係
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　２　災害復旧事業
（単位：百万円，％）

令和６年度

事　 　　業　　　 名 ９月現計 補正前の額 補　正　額 補正後予算額 伸び率

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

河 川 等 0 3,247 1,631 4,878 皆増

港 湾 106 77 0 77 72.5

治 山 0 242 0 242 皆増

林 道 181 154 0 154 85.1

農 地 等 420 506 0 506 120.4

小    　計 707 4,225 1,631 5,856 828.7

河 川 等 5,000 5,000 0 5,000 100.0

港 湾 2,600 2,600 0 2,600 100.0

治 山 400 400 0 400 100.0

林 道 600 600 0 600 100.0

漁 港 700 700 0 700 100.0

農 地 等 2,300 2,300 0 2,300 100.0

文 教 施 設 23 23 0 23 100.0

小    　計 11,623 11,623 0 11,623 100.0

39 37 0 37 94.9

12,369 15,885 1,631 17,516 141.6合       計

過
年
災
害

現
　
年
　
災
　
害

令和７年度
区
分

指 導 監 督 事 務 費
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Ⅳ　補正の概要

事業名等 事業内容 予算額 担当課

【拡】県産品攻めの
海外展開促進・強化
事業

　県産加工食品の輸出先の更なる多角化を図るた
め，食品加工事業者が行う輸出促進に向けた新た
な取組を支援する。

49,788
販路拡大・
輸出促進課

【拡】鹿児島県産品
等セールス推進事業

　県産農林水産物等の輸出先の更なる多角化を図
るため，新たな市場として有望な中東地域におい
て，現地関係者に対する県産品のＰＲレセプショ
ンやトップセールスを実施する。

41,891
販路拡大・
輸出促進課

【新】水産物保管緊
急支援事業

　米国関税措置の影響で輸出が停滞し，水産物の
滞留が生じた場合に，水産加工業者等の負担軽減
を図るため，保管料を支援する。

35,472 水産振興課

【拡】かごしまのさ
かな稼ぐ輸出応援事
業

　日本産水産物の輸入が再開された中国に向け，
迅速に商流を再構築するため，漁協や商社等が一
体となって行う販売促進活動等を支援する。

8,000 水産振興課

【新】かごしまの食
輸出先多角化調査事
業

　県産農林水産物等の輸出先の更なる多角化を図
るため，新たな市場として有望な中東地域及びマ
レーシアについて，輸入に関する規制や商流，商
慣習等に関する詳細な情報を本県の主要な輸出品
目ごとに調査する。

24,253

かごしまの
食輸出・ブ
ランド戦略
室

（単位：千円）

１　米国関税措置対策

補正後累計

171,678

補正後累計

50,729

補正後累計

65,320

【新】･･･ 新規事業
【拡】･･･ 拡充事業

10



事業名等 事業内容 予算額 担当課

（単位：千円）

県有施設災害復旧事
業

 公共土木施設災害復旧事業の対象とならない崩
土・落石の除去等を行う。

260,715 道路維持課

河川等災害復旧事業
（過年災）

　過年度に発生した災害に係る公共土木施設の復
旧を行う。

1,630,891 河川課

災害復旧調査測量委
託事業

　公共土木施設災害復旧箇所において，災害査定
に係る設計図書作成のため，必要な調査，測量等
を行う。

218,000 河川課

災害関連緊急砂防事
業（公共）

　令和７年６月からの霧島山（新燃岳）の火山噴
火に伴う土砂災害を防止するため，緊急に砂防工
事を行う。

  ・対象地区：霧島市霧島田口

817,104 砂防課

【新】高校生等臨時
支援金事業

　高等学校等における教育に係る経済的負担の軽
減を図り，もって教育の機会均等に寄与するた
め，所得制限により就学支援金の支給対象外とな
る世帯の高校生等に臨時支援金を支給する。

　・私立分：653,003千円
　・公立分：447,469千円

1,100,472
学事法制課
総務福利課

２　災害復旧関連

３　その他の事業

補正後累計

4,877,891

補正後累計

308,000

補正後累計

847,104

補正後累計

320,715

【新】･･･ 新規事業
【拡】･･･ 拡充事業
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事業名等 事業内容 予算額 担当課

（単位：千円）

国勢調査
　国勢調査の円滑かつ確実な実施を図るため，市
町村における必要経費を追加交付する。

11,375 統計課

原子力発電施設等周
辺地域交付金事業

　国の電源立地地域対策交付金を活用し，原子力
発電施設周辺地域の経済的な発展や住民の生活向
上を図るため，川内原発の所在市及び隣接市が行
う公共用施設整備，地域活性化等の取組を支援す
る。

33,712 地域政策課

【新】森林の集約化
モデル地域実証事業

　国の森林・林業・木材産業グリーン成長総合対
策補助金を活用し，小規模・分散した森林の集
積・集約化を促進するため，林業事業体や市町村
等の関係者による合意形成やＩＣＴを活用した森
林調査などについて，集約化のモデルとなる取組
を支援する。

19,000 森林経営課

【新】全国瞬時警報
システム（Ｊアラー
ト）新型受信機導入
事業

　国の全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の更
改に対応するため，新たな受信機を整備する。

7,370 危機管理課

特殊病害虫対策事業

　ウリ科等の果菜類の害虫であるセグロウリミバ
エによる本県農作物への被害を防止するため，侵
入が確認された沖永良部島及び与論島等におい
て，まん延防止のための寄主果実除去や薬剤散布
等の防除作業を行う。

183,000 経営技術課

補正後累計

1,071,197

補正後累計

322,817

補正後累計

708,647

【新】･･･ 新規事業
【拡】･･･ 拡充事業
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事業名等 事業内容 予算額 担当課

（単位：千円）

【拡】スマート農業
導入加速化推進事業

　国のスマート農業・農業支援サービス事業導入
総合サポート緊急対策事業補助金を活用し，農業
支援サービス事業体の育成・確保を図るため，
サービスの提供に必要なスマート農業機械等の導
入を支援する。

124,031 経営技術課

【新】県産麦生産性
向上対策事業

  国の麦・大豆生産技術向上事業補助金を活用
し，麦・大豆の安定した収量と品質向上を図るた
め，排水対策等の営農技術の導入や機械施設の整
備等を支援する。

48,189 農産園芸課

【拡】農業者経営所
得安定対策推進事業

  国の畑地化促進事業補助金を活用し，畑地利用
への円滑な移行を促すため，畑地化に伴い農家が
負担する経費（土地改良区の地区除外決済金）を
支援する。

       552
農産園芸課

【拡】畜産特別資金
利子補給事業

　県内畜産業の資金調達の円滑化を図るため，国
の制度を活用して畜産農家へ長期低利資金の貸付
を行った金融機関に対し，利子補給を行う。

     1,712

畜産振興課

病床数適正化支援事
業

　国の医療施設等経営強化緊急支援事業費補助金
を活用し，効率的な医療提供体制を確保するた
め，患者減少等により厳しい経営環境にある医療
機関に対し，病床数の適正化等に向けた支援を行
う。

570,456
保健医療福
祉課

補正後累計

150,750

補正後累計

175,896

補正後累計

13,212

その他債務

負担行為限

度額

296,793

補正後累計

1,608,768

【新】･･･ 新規事業
【拡】･･･ 拡充事業
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事業名等 事業内容 予算額 担当課

（単位：千円）

【新】災害時歯科保
健医療提供体制整備
事業

　国の医療施設等設備整備費補助金を活用し，災
害時における歯科保健医療提供体制を確保するた
め，必要な器具・器材の整備を支援する。

19,008
保健医療福
祉課

【新】･･･ 新規事業
【拡】･･･ 拡充事業
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３ その他の事業

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

高 校 生 等 臨 時 支 援 金 事 業 １，１００

国 勢 調 査 １１

原 子 力 発 電 施 設 等 周 辺 地 域 交 付 金 事 業 ３４

森 林 の 集 約 化 モ デ ル 地 域 実 証 事 業 １９

全国瞬時警報システム（Ｊアラート）新型受信機導入事業 ７

特 殊 病 害 虫 対 策 事 業 １８３

ス マ ー ト 農 業 導 入 加 速 化 推 進 事 業 １２４

県 産 麦 生 産 性 向 上 対 策 事 業 ４８

病 床 数 適 正 化 支 援 事 業 ５７０

災 害 時 歯 科 保 健 医 療 提 供 体 制 整 備 事 業 １９
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